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私見「ロビイングの心得 7か条」 

城西国際大学 

鈴木崇弘 

 

 ロビイング（lobbying。「ロビー活動」とも言う）とは、「企業や業界団体、市民団体な

どが、政策や政治的判断を自分たちに有利な方向へ進んでいくようにするため、議会外の

場で政治家にはたらきかけることを意味する語」（注１）である。またアドボカシー

（advocacy）とは、『主に「弁護」「擁護」などの意味で用いられる英語。特に社会的弱者

などの権利主張を代弁すること、あるいはその代弁者の立場などを意味する場合が多い』

（注２）と定義されている。 

 

いずれにしろ、現在の法律や政策あるいは社会において問題や課題、不満等があり、何

らかの意味において、それら問題等を知ってもらったり、それらの状況を変更することを

目的にした行動・活動であるといえるだろう。 

 

 その観点からすると、ロビイングやアドボカシーは、次の 2 つの行動・活動に大きく分

けることができると考えられる。 

 

 まず「知らせる活動」である。これは、社会における問題や課題、あるいは現行の法律

や政策における問題や課題を、デモや署名活動などのさまざまな行動や活動を通じて、社

会的に多くの人々に知ってもらおうとする動きである。それらの動き自体は、重要かつ意

味がある。しかしながら、ただ現実には、それらの問題等を社会的に知ってもらうだけで

は、それらの問題解決になることは稀であり、実際に問題等の解決を目指していくために

は、次の活動にまで踏み込んでいく必要がある。 

 

 もう一つが「変える活動」である。それは、実際に政策形成に関わる議員や行政等に様々

な形で直接に働きかけて、何らかの形で実際に法律や政策の新たな形成や現行のそれらの

変更に関わる活動である。その場合、その活動をする者は、それをするために、「ロビイン

グの心得」のような事前に知っておくべきことがある。ここでは、それらに関して、記し

ておきたい。 

 

（１）複数の「正義」や「理想」が存在することを知るべし 

 民主主義制度の社会では、「正義」「理想」「正しいこと」は、決して一つではない。人は

何か行動を起こしたり、活動を起こす場合、自分の考えている考えや意見だけが、正しく、

正義であると思いがちだ。ところが現実には、様々な人々がいて、その各々が様々な「正

義」や「理想」を信じており、彼らは、それに基づいて主張し、行動しているのである。 

 

それはつまり、あなたが問題解決のために現状を変えようとしたら、それで損をしたり、

変更を望まない方が必ず存在するということである。現状の変更は、たとえそれがあなた

的に正しく、中長期的に良いことと考えられる時でも、そのことは変わらない。それらの

方は、ほぼ必ずあなたの行動や活動に、反対するか賛成しないはずだ。 

 

別言すると、必ずしも良い政策案やアイデアであるからといって、容易に実現できるわ

けではないということを自覚しておくべきである。あなたが、ロビイングをし、何かを実

現するべく動き、現状を変えようとする場合は、その現実をまず理解すべきだ。それを踏

まえた上で、自分がどのような行動・活動を取った方が、自分の主義・主張を実現できる

かどうかを、より広い観点から考えるべきである。 
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（２）政策や法律の実現と自己の考えの関係性を知るべし 

 あなたが、何らかの問題を解決しようとして行動する際には、自分がこういう政策や法

律案を実現したい、今ある政策や法律のここを変えたいという考えや思いが必ずあるはず

だ。 

 

 だが、（１）でも述べたように、政策形成には、議員や行・官僚をはじめとしたさまざま

なアクター（actor［s］）やプレイヤー（player［s］）が関わり、彼らは様々な自分たちの

価値観・立場・意見や考え・思いをもっている。それらは、あなたの考えや思いとは同じ

ではないだろう。つまり、そのことは、政策形成・政治的決断の過程では、あなたの意見

が、あなた的には正しいものであっても、100％そのまま通ることはないことを、事前に理

解しておくべきだ。 

 

その際に、自分の意見が 100％実現しないなら、ロビイング活動をしないのか、あるいは

自分の意見がたとえ 100％は実現せずとも、現状より少しでも改善することが重要かつ大切

なのかのどちらの立場を自分は選択するのかをはっきりさせておいた方がいい。 

 

また、多様な意見や価値観が存在し競争し合う民主主義社会においては、後者の立場に

立って、ロビイング活動をすることが基本的には大切であり重要であるということを申し

上げておこう。 

 

 しかしながら、その後者の場合でも、自分の考えや意見（別の言い方をすると政策案や

法律案あるいは改善案）のうち、何が譲れないものであり、どの部分は譲れないか、どの

部分なら修正あるいは妥協できるかについて考えながら、かつ行動しながら、柔軟に対処

していくことが大切かつ必要なのである。 

 

（３）議員や官僚らのメンタリティ等を理解すべし 

 実際に法律や政策をつくったり、執行するのは、あなた自身ではなく、議員であり、行

政・官僚である。彼らには彼らのメンタリティや行動パターンがある。市民が、ロビイン

グ活動をし、政策形成過程に関わるときには、彼らのそれらの点について知っておくこと

が重要だ。ここでは、その際に参考になる、いくつかの参考図書等をあげておこう。 
 

［映画］ 

・「国家が破産する日」 

・「シン・ゴジラ」 

・「THIRTEEN DAYS」 

 

［書籍］ 

・『「真に」こどもにやさしい国をめざして‐児童福祉法等改正をめぐる実既記』 塩崎 

恭久著 未来叢書 2020 年 7 月 

・『日本人を縛り付ける役人の掟』原英史著 小学館 2014 年 7月 

・『官僚が使う「悪徳商法」の説得術』原英史・真柄明宏著 講談社＋α新書 2013 年 

4 月 

・『プロフェショナル交渉力』田中均著 講談社 2013 年 2 月 

・『ガバナンスを政治の手に-‐「原子力規制委員会」創設への闘い』 塩崎恭久著 東京 

プレスクラブ新書 2012 年 12 月 

・『女性たちが変えた DV法』DV 法を改正しよう全国ネットワーク編著 新水社  

・『プロフェショナル交渉力』田中均著 講談社 2006 年 6 月 
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さらに、あなたが、具体的にロビイング活動を行う際には、関連する議員や政党、行政・

官僚、さらにその他の関連するアクターやプレイヤーの関係性をマッピングし、それらの

アクターやプレイヤー（ステークホルダー、stakeholder）に関するさまざまな情報（経歴、

性格、関心・専門性、人間関係等）をプロファイリングしておき、行動する際にそれらの

情報を活用し、ステークホルダーに対応していくべきだ。相手を理解せずして、相手に対

処することはできない。 

 

 そのマッピングする際に、一つの参考になるのが、「政策（研究）市場」の考え方とその

考えに基づいた市場の図である。 

 

それは、政策形成に関して、「政策［案］（研究成果の情報）」を商品ととらえ、それに関

わるアクターやプレイヤーをその売り手と買い手と考えて、ある意味の市場が成立してい

ると考える考え方である。その市場の図を活用して、あなたが関わろうとする政策や法律

に関する具体的なプレイヤーやアクターの名前を入れてみると、あなた自身の政策形成に

おける位置づけが明確になる（注３）。 

 

 
 

（４）政策の最終的な執行者は誰かを知るべし 

 法律や条例、政策はまず国会・議会で審議され、そこで審議され、承認される。だが、

それらの承認された法律や政策の承認の執行は誰がやるのであろうか。もちろん、議員や

議会ではなく、行政・官僚である。 

 

 ということは、市民や議員が一方的に政策や法律（含条令等）をつくったりそれらの修

正をしても（もちろん、形式的には、議員は議会でそれをつくれるわけであるが）、最終的

に執行を担当する行政・官僚が納得していなかったり、反感をもっていたりすれば、それ
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らの政策や法律などは適切に利用されなかったり、無視されたり、内容が変更されてしま

う可能性や危険性もあるということである。 

別言すれば、執行者である行政・官僚に新しい法律や政策あるいはそれらの修正がうま

く託されるように配慮しておくことも、ロビイングの政策実現においても重要なのである。 

 

（５）様々な専門的知識や情報を修得すべき（注４） 

あなたが、政策形成過程において、自分の政策に関する意見や考えを実現していくため

には、単なる思い付きやアイデアがあるだけでは不十分だ。それに関する深い専門的知見

やデータなどの収集や蓄積しておくことが必要だ。 

 

市民であるあなたは、議員や行政よりも現場に近いはずだ。現場に近いあなたしかわか

らない情報やデータそして知見は、議員や行政にロビイング活動をしたり、働きかける時

に、強力な武器になるはずだ（注５）。 

 

また、ロビイング活動で政策形成に関わっていくには、政策案や法案あるいは修正案あ

るいはそのアイデアおよびそれに関わる知見や情報をもっているだけでは十分ではない。   

政策形成、予算作成、選挙などの動きやサイクル、また政策形成に関わる組織（国会、行

政、政党、メディア、業界団体など）における動きやサイクル（動きのパターン）や政策

の新しい展開が起こりやすいタイミング・時期（新しい政権ができるときや危機的あるい

は未曾有のことが起きているような時期など）などについても知っておくことが重要かつ

必要である（注６）。 

 

例えば、日本では、国の予算や政策形成の一般的なサイクルは、次図のようになってい

る。 

 

図：一般的な予算作成サイクル 

主な時期 項目 

・6月 骨太の方針（次年度の予算編成の全体的方向性） 

・8月末 次年度予算概算要求締切 

・12月末 次年度予算案閣議決定 

・翌年年明け 通常国会での次年度度予算審議 

・同年 3月 次年度予算案の成立 

  

それらのサイクルや動きとの関連でいえば、日本は、行政府である内閣の存立が議会（特

に衆議院）の信任を得ることを必須条件とする制度である議院内閣制をとり、内閣が法案

を提出する権限を有しており、法案や政策案等の与党内の事前承認後にそれらが国会に提

出されるという事前承認（つまり、現在のような政党の両院での議席数の場合、法案や政

策案の結論は、特に政府提出法案の場合には、国会審議前に決まっていることになる）と

いう仕組みをとっているので、行政の省庁内での動きや与党内の動き（注７）が、国会で

の動き以上に重要であり、国会では形式的な審議しか行われない場合も非常に多いのであ

る。  

 

 あなたが、ロビイング活動をする場合、法案や政策案等に実際に影響を与え、自分達に

有利な方向にもっていきたいなら、その事実を正確に理解し、どの時点で活動をし、影響

を及ぼしていくべきかを考えるべきである。 

 

これは別言すると、表面的だけでなく実際・実質上の政策形成・政治決定の過程を理解

ことが必要であるということである。そのことをより具体的に表現すれば、例えば、国会
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で審議をしているときに、国会の外でどんなにデモ活動等（それらの活動や行動が社会的

に意味がないとは言わないが）をしても、国会審議にほとんど影響しない可能性が高いと

いうことなどである。 

 

（６）経験者および彼らの知見を活用すべし 

 上述のことからも、政策形成に絡むということは、面倒だし、分かりにくい。特に日本

の政策形成は、民主主義制という政治形態をとってはいるが、基本的にはクローズドなイ

ンナーサークルで行われており、あなたのようにこれからロビイング活動をしようとして

いる部外者というか初心者にはわかりにくいのが現実だ。 

 

 だが、最近は、そのインナーサークルの政策形成に関わった経験のある者（元官僚など）

が、民間にも徐々に増えてきている。その意味では、あなたが、ロビイング活動をする場

合、それらの方々の協力を得たり、アドバイスをもらって活用することも有用なのである。 

 

 また、それらの方々が、自分が政策形成に関わった時の知見や経験を書籍や記事で発信

したりしている（注８）。それらの情報等を活用することも、あなたがロビイング活動をす

る際にはお薦めである。 

  

（７）政策や法律はつくって終わりではないと知るべし 

 これまで述べてきたことからもわかるように、政策や法律をつくったり、今あるそれら

を改正・修正した場合、たとえそれらが実現しても、それで政策や法律が、あなたが期待

していたように執行・実行されるとは限らないのである。その意味では、あなたは、政策

や法律をつくるあるいは改正した場合、それらが適正に（あるいはあなたが期待したよう

に）執行されているか、あるいは執行して新たなあるいは別の問題や課題が生じていない

か、生じているならそれらを解決していくには、次にどうしていくべきか等についても考

えていく必要がある。 

 

つまり、モニタリングとフォローアップが必要なのである。政策では、PDCA や PDA サイ

クルのような、次の図のようなサイクルの視点を持つことが重要なのである（注９）。 

 

図：政策のサイクル（政策の形成・決定・実施のプロセス） 

①課題設定 → ②政策立案 → ③政策決定 → ④政策実施 →  

⑤政策評価 → ① 課題設定・・・・・・・・。 

 

 日本においては、政策形成において、議員も行政・官僚等も、十分な体制や人員がない

場合も多い。その場合は、あなたが、ロビイング活動をし、政策形成に関わったり、影響

を与える時には、場合により、それらを継続的かつ持続的な関係性とサポートが必要なこ

ともあるということを知っておくべきである。 

 

 最後に、あなたがロビイング活動をする上で参考になる本や HP などを紹介して、本論を

閉じることにしたい。 

 

［映画］ 

・「薬の神じゃない！」 

・「女神の見えざる手」 

・「サンキュースモーキング」 

・「エリン・ブロコビッチ」 
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［書籍］ 

・『社会はこうやって変える：: コミュニティ・オーガナイジング』マシュー・ボルトン著 

法律文化社  2020 年 9月 

・『Social Action Handbook(ソーシャル・アクション ハンドブック)-テーマと出会い・仲 

間をつくり・アクションの方法を見つける 39 のアイデア ムック』阿部秀樹ら著 開 

発教育協会 

・『誰でもできるロビイング入門 社会を変える技術』明智カイト著  光文社新書 

・『ニッポンの変え方教えます…はじめての立法レッスン』高橋洋一監修・政策工房著 

  春秋社 

・『市民の道具箱』目加田説子編著 岩波書店 

・『アメリカに学ぶ市民が政治を動かす方法』B・ルービン著 日本評論社 

 

［Web］  

・Change.org HP https://www.change.org/ja 

・The Good Lobby HP https://thegoodlobby.eu/ 

・RuleWatcher(by OSINTech）  https://www.osintech.net/rulewatcher 

 

（注１）実用日本語表現辞典による定義。この場合、特に日本では立法が行われる議会だ 

けでなく、行政にも働きかける活動等も含むと考えられる。 

（注２）実用日本語表現辞典による定義。 

（注３）政策形成や政治においては、「何を言っているか（正しいことを言っているか）」

よりも「誰が言っているか」「どのように言っているか」の方が重要である。その

ような点も踏まえて、あなたは、自分が実現したいことを誰に言わせるかという

ことも考慮しておくことが必要である。政策実現のためには、自分を抑えて、他

者を活用し、その他者に花を持たせるような配慮も時には必要だ。 

（注４）なお、国政と地域政治では、プレーヤや政治の仕組みがやや異なるので、その相

違点も踏まえて、戦略や活動を構築していく必要がある。 

（注５）ただし、立法上の事実（legislative facts）という考え方があり、それは次のよ

うに考えられている（『アメリカに学ぶ市民が政治を動かす方法』[B・ルービン著、

日本評論社]参照）。 

・個人や特定の出来事・状況についての事実は、一般的には公共政策の基礎にな 

らない。 

・公共政策は、それほど簡単には、確定できない事実に基づいてつくられること 

が多い。 

・個別に見れば誰でもホームレスか否か判断できるが、都市、州、国全体の正確 

なホームレス人口となると、統計がせいぜい。情報収集方法や分析によって推

計は異なるし、解釈の必要がある。 

・これらの事実は、「立法上の事実」と呼ばれる。 

    これらのことからもわかりように、政策や法律の作成に関わる際には、単なる個

別事例や感情にだけ訴えても、それらを実現できないということも、肝に銘じて

おくべきである。 

（注６）これらのサイクルや動きに関しては、新聞等のメディア、各党の HP、省庁の HP、 

衆参両院の HPなどを見ておくと大まかに把握できる。またサイクル自体は基本 

的にはほぼ同じなので、それらの情報源を観測等し、関連の情報などを整理して

おくと、次第にその流れが理解できるようになる。また、日本の場合は、議院内

閣制で事前承認制が取られているので、行政の省庁の関連の審議会や委員会ある

いは懇談会の動きや与党（特に自民党）の HPで政務調査会の部会の動き等を調べ、

ウオッチしていくことが大切である。 

about:blank
about:blank
about:blank
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（注７）このことは、あなたが、ロビイング活動をする場合に、社会的に自分たちの考え

をアピールするだけであるならば、与党がつくっている現状を批判し自己の存在

感を示したい野党にだけ働きかけた方が、自分の意見や考えを容易に受け入れて

もらいやすい。だが、実際に政策や法律に影響を与えたいのであれば、議院内閣

制及び事前承認制と相まって、国会内の議席数からもわかるように、タイミング

を踏まえた上で、与党に働きかけないという選択肢はないと言わざるを得ない。 

（注８）それらにより、従来はクローズドな政策形成過程における経験者の暗黙知であっ

つたものが、可視化されてきており、今後さらに形式知となり、日本における政

策形成過程がオープンになることも期待できる。 

（注９）PDCA サイクルとは、「計画（plan）、実行（do）、評価（check）、改善（act）のプ

ロセス」。PDC サイクルとは、「 計画（Plan）→実行（Do）→評価（Check）のサイ

クル」である。 
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